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第１　計画の対象とする森林の区域 

（単位 面積：ha）

107,166.46 107,509.79 △ 343.33

14,769.15 15,198.97 △ 429.82

5,558.60 5,568.26 △ 9.66

5,184.26 5,184.82 △ 0.56

8,732.92 8,786.48 △ 53.56

712.27 711.55 0.72

3,740.95 3,739.07 1.88

1,897.64 1,897.69 △ 0.05

12,414.26 12,412.48 1.78

16,754.10 16,769.49 △ 15.39

69,764.15 70,268.81 △ 504.66

25,479.96 25,313.72 166.24

219.23 219.23 -

2,663.01 2,662.38 0.63

34.46 34.46 -

1,249.07 1,249.07 -

1,010.18 1,013.62 △ 3.44

1,952.81 1,953.23 △ 0.42

2,518.20 2,519.11 △ 0.91

181.21 181.21 -

2,094.18 2,094.95 △ 0.77

37,402.31 37,240.98 161.33

＊ 森林計画図：5,000分の１の地形図に、森林所有者、樹種、林齢ごとの区画線を入れた図面。

Ⅲ　計 画 事 項

　計画の対象とする森林は、森林計画図＊において表示する区域内の民有林とし、市町村
別の面積は次のとおりである。
　なお、この区域内の森林は、森林法(昭和26年法律第249号)第10条の２第１項に基づく
開発行為の許可(保安林及び保安施設地区の区域内の森林並びに海岸法(昭和31年法律第
101号)第３条の規定により指定された海岸保全区域内の森林を除く。)、森林法第10条の
７の２第１項の森林の土地の所有者となった旨の届出及び森林法第10条の８第１項に基づ
く伐採及び伐採後の造林の届出等(保安林及び保安施設地区の区域内の森林を除く。)の対
象となる。

区　　分 森林面積 前計画第四次変更の面積

蔵 王 町

比較増減

大
河
原
地
方
振
興
事
務
所
管
内 川 崎 町

七 ヶ 宿 町

角 田 市

山 元 町

柴 田 町

岩 沼 市

多 賀 城 市

白 石 市

計 画 区  総 数

仙
台
地
方
振
興
事
務
所
管
内

仙 台 市

塩 竈 市

名 取 市

大 河 原 町

村 田 町

亘 理 町

七 ヶ 浜 町

利 府 町

計

（注）　森林計画図は、宮城県林業振興課ホームページにて公開しているほか、宮城県林業振興課
 　　 及び大河原・仙台の各地方振興事務所に配備している。

丸 森 町

計

松 島 町
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第３ 森林の整備に関する事項

１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く）

(1) 立木の伐採（主伐）の標準的な方法に関する指針

立木の伐採（主伐）の標準的な方法は、森林の有する多面的な機能の維持増進を図るために、

立地条件、既往の施業体系、樹種の特性、木材需要構造、森林の構成等を勘案しながら、立木の

伐採（主伐）を行う際の規範として市町村森林整備計画において定められるが、この際、森林の

生物多様性の保全、伐採跡地の連続性の回避、伐採後の適確な更新の確保、保護樹帯の設置等に

ついて、「主伐時における伐採・搬出指針」（令和３年３月16日付け２林整整第1157号林野庁長

官通知）を踏まえた方法とする。人工林の主伐については、樹種ごとの生産目標に対応する直径

（胸高直径）に達した時期に行うものとし、特に花粉の発生源となるスギ等人工林については、

伐採・植替えの促進に努める。また、スギ（中仕立）の主伐時期の目安は下表のとおりとする。

なお、天然林の伐採は、天然更新が確実な林分又は人工造林によって森林生産力の増大が相当

程度期待される森林について実施する。

主伐時期の目安

樹 種 生 産 目 標 胸 高 直 径 (㎝) 主伐時期の目安 (年)

一 般 小 径 材 ２３ ３５

ス ギ 一 般 中 径 材 ２８ ５０

大 径 材 ３４ ７０

(2) 立木の標準伐期齢に関する指針

標準伐期齢は、主要樹種ごとに平均成長量＊が最大となる林齢を基準として市町村森林整備計画

において定められるものであるが、本計画区における指針は下表のとおりである。

なお、標準伐期齢は、その林齢に達した森林の伐採を義務づけるものではない。

標準伐期齢の指針 （単位：年）

樹 種

アカマツ そ の 他 そ の 他
ス ギ ヒ ノ キ カラマツ ク ヌ ギ

クロマツ 針 葉 樹 広 葉 樹

３５ ４０ ３５ ３０ ４０ １０ ２０

(3) その他必要な事項

伐採に当たっては、林地の保全や景観の保全及び気象害の防止のほか、原生的な森林生態系や

希少な生物の保全に配慮して伐採跡地の連続を回避するとともに、必要に応じて保護樹帯を設置

し、適確な更新を確保する。

＊ 平均成長量：ある林齢において、その年まで成長した量の合計を林齢で割った数値
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２ 造林に関する事項

(1) 人工造林に関する指針

人工造林については、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や公益的機能の発揮の必要

性から植栽を行うことが適当である森林のほか、木材等生産機能の発揮が期待され、将来にわた

り育成単層林として維持する森林において行うこととし、次のような指針のもとに、市町村森林

整備計画において規範を定めることとする。

イ 人工造林の対象樹種に関する指針

人工造林の対象樹種は、適地適木に配慮しながら自然条件や造林種苗の需給動向及び木材の

利用状況等を勘案して選定するものであり、選択の規範は市町村森林整備計画において定めら

れるが、人工造林の対象樹種を定めるに当たっては、地域の自然条件とそれぞれの樹種の特質、

既往の施業体系、施業技術の動向等を勘案し、健全な森林の成立が見込まれる樹種を定めると

ともに、多様な森林の整備及び保全を図る観点から、そのような考え方に当てはまる範囲内で、

広葉樹等の郷土樹種を含め幅広い樹種の選定が行われるよう留意するものとする。

なお、標準的な樹種を例示すれば、スギ、ヒノキ、アカマツ、クヌギ、ミズキ及びケヤキ等

を主体とする。また、苗木を選定する際は、成長に優れた苗木や花粉発生源対策の加速化に資

する花粉の少ない苗木の導入に努める。

ロ 人工造林の標準的な方法に関する指針

森林の確実な更新を図るための造林の標準的な方法については、造林を行う際の規範として

市町村森林整備計画において定められるが、この場合、地域の自然条件とそれぞれの樹種の特

質、既往の施業体系、施業技術の動向等を勘案し、健全な森林の成立が見込まれる範囲の本数

を定めるものとするほか、多様な森林の整備及び保全を図る観点から、そのような範囲内にお

いて多様な施業体系や生産目標を想定した幅広い植栽本数の定めが行われるよう留意するとと

もに、コンテナ苗の活用や伐採から再造林までの一貫作業システム、低密度植栽の導入による、

造林の低コスト化に努めるものとする。

なお、主な項目の基準は次のとおりである。

(ｲ) 植栽本数

植栽本数は、主要樹種について既往の植栽本数を勘案して生産目標別に下表を基準とする。

植栽本数の基準

樹 種 生 産 目 標 １ヘクタール当た 備 考
りの植栽本数

ス ギ 一 般 材 ３,０００ 本 低コスト造林のため、活着率の高い植
栽法又は初期成長が期待できる植栽法
（コンテナ苗，大苗等）による場合は、

ヒ ノ キ 一 般 材 ３,０００ 本 １ヘクタール当たり1,000本～2,000本と
することも可とする。ただし、地形・地
質や土壌条件、地域の気象条件等を十分

アカマツ 一 般 材 ４,０００ 本 勘案し、成林が見込まれる場合にのみ実
施するものとする。
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ハ 伐採跡地の天然更新をすべき期間に関する指針

天然更新をすべき期間は、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して、５年

を経過する日までとする。更新状況について天然更新完了基準に基づく調査を行い、更新が完

了していない場合は、植栽又は追加的な更新補助作業を実施し、確実な更新を図るものとする。

(3) 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する指針

天然稚樹の生育状況、母樹の保存、種子の結実、当該森林及び近隣の森林における主伐箇所の

天然更新の状況等を鑑みて、確実な天然更新が期待されない森林については、植栽によらなけれ

ば適確な更新が困難な森林として市町村森林整備計画において個々にその森林を特定するととも

に「天然更新完了基準書作成の手引きについて」（平成24年３月30日付け23林整計第365号林野

庁森林整備部計画課長通知）に示す設定例を基本に、基準を定める。

(4) その他必要な事項

主に木材等生産機能を発揮させる森林においては、持続的・安定的な木材等生産を図るため、

伐採後は人工造林又は天然更新により、ほぼ一定の材積を確保するよう留意するものとする。
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(2) 保育の標準的な方法に関する指針

保育の標準的な方法は、森林の保育作業を行う際の規範として市町村森林整備計画において定

められるが、立木の成長の促進及び林分の健全化を図るために実施する標準的な保育（下刈り、

除伐＊・つる切り、枝打ち）の時期、回数、作業方法は下表のとおりである。

下刈りの標準的な実施年齢

実 施 年 齢
樹 種 備 考

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15

ス ギ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○：１回刈り

ヒ ノ キ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎：２回刈り

アカマツ ○ ◎ ○ ○ ○

※作業の省力化・効率化に留意し、必要に応じて回数の削減を検討する。

除伐・つる切りの標準的な実施年齢

実 施 年 齢
樹 種 備 考

６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

ス ギ ○ ○

ヒ ノ キ ○ ○

アカマツ ○ ○

枝打ちの標準的な実施年齢

実 施 年 齢
樹 種 備 考

６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

ス ギ ○ ○ ○

ヒ ノ キ ○ ○ ○ ○

(3) その他必要な事項

主に木材等生産機能を発揮させる森林においては、効率的な間伐を実施するため、施業箇所の

集約化を図り、高性能林業機械等を活用した作業システムの導入を推進するものとする。

＊ 除伐：下刈りが完了した後で侵入してきた目的外の樹木や成長の見込みのない造林木を伐り抜くこと。
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４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項

森林の有する機能の充実と機能間の調整を図り、多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるため、

森林に、公益的機能別施業森林と木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森

林の区域を設けることとする。

(1) 公益的機能別施業森林の区域の基準及び当該区域における施業の方法に関する指針

イ 区域の設定の基準

公益的機能別施業森林等の区域は市町村森林整備計画において設定されるが、区域の設定に

当たっては、保安林などの法令に基づき森林施業に制限を受ける森林の所在、森林の立地条件、

森林の機能の評価区分（「森林の機能別調査実施要領の制定について」（昭和52年１月18日付

け52林野計第532号林野庁長官通知）に基づく評価区分をいう）及び本書Ⅲ第２の１の森林の

整備及び保全に関する基本的な事項を参考にし、森林の構成・森林の有する機能・林道の整備

状況・社会的要請等を勘案し、設定することとする。

なお、公益的機能別施業森林の標準的な区分は次のとおりであり、それぞれの機能の発揮に

支障がないように区域を重複させることも可能である。

(ｲ) 面的な広がりにより発揮される機能（水源涵養機能）を重視したもの
かん

水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
かん

(ﾛ) 属地的に発揮される機能（山地災害防止機能、土壌保全機能、快適環境形成機能、保健

・レクリエーション機能、文化機能、生物多様性保全機能）を重視したもの

ａ 土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施業を推

進すべき森林（山地災害防止機能、土壌保全機能を重視したもの。）

ｂ 快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（快適環

境形成機能を重視したもの。）

ｃ 保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（保健・レクリエー

ション機能、文化機能、生物多様性保全機能を重視したもの。）

ロ 施業の方法に関する指針

(ｲ) 水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
かん

下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とし、主伐の間隔の拡大、伐採に伴って発

生する裸地の縮小及び分散を図ることとする。

(ﾛ) 土地に関する災害の防止機能及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施業を

推進すべき森林、快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき

森林、保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

特に森林の機能の発揮を図ろうとする場合は択伐による複層林施業を行うこととする。

そのほかは択伐以外の方法による複層林施業を行うこととするが、適切な伐区の形状・配

置等により公益的機能の確保ができる場合には、長伐期施業（標準伐期齢のおおむね２倍

以上に相当する林齢を超える林齢を伐期とする。）を行うことも可能であり、その際は伐

採に伴って発生する裸地の縮小及び分散を図ることとする。

なお、保健機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林において、森林の位

置及び構成、地域住民の意向等からみて、風致の優れた森林の維持又は造成が必要な場合

は、特定の樹種の広葉樹を育成することができる。
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(5) 林産物の搬出方法等

イ 林産物の搬出方法

林産物の搬出については、「主伐時における伐採・搬出指針の制定について」（令和３年３

月16日付け２林整整第1157号林野庁長官通知）を踏まえ、森林の更新及び森林の土地の保全へ

の影響を極力抑えつつ、効率性を確保するよう、傾斜等の地形、地質、土壌等の条件に応じた

適切な方法により行う。

ロ 更新を確保するため林産物の搬出方法を特定する森林の所在及びその搬出方法

イを踏まえ、制限林以外の森林であって、地形、地質、土壌等の関係から判断して搬出方法

を特定しなければ土砂の流出又は崩壊を引き起こすおそれがあり、森林の更新に支障を生ずる

と認められる森林は、本計画区においては該当ない。

＊１ 林道：森林の内外に通じ、森林の管理及び林産物の搬出等のために作られた自動車道で、林道規程により設計・
施工され、林道台帳により管理されている。

＊２ 林業専用道：林道を補完し、森林作業道と組み合わせて森林施業等に供する自動車道で、10tトラック等に対応し
た規格・構造となっており、台帳により管理されている。

＊３ 森林作業道：森林の中で、林産物の搬出及び資材の運搬等のために作られた簡易な自動車道。地形に沿って繰り
返しの使用に耐える丈夫な構造となっている。

＊４ 路網：効率的な森林施業を行うため、林道を中心に網の目状に配置された複数の自動車道。
＊５ 基幹路網：林道、林業専用道、林内公道による路網。
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６ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同化その他
森林施業の合理化に関する事項

森林の整備及び保全を着実に推進するため、森林・林業・木材産業関係者及び関係機関の合意形

成を図り、施業の受委託、林業事業体の体質強化及び高性能林業機械の積極的導入を図るとともに、

作業路網の整備、木材加工・流通の合理化等の条件整備を総合的に推進するよう努める。

(1) 森林の経営の受委託等による森林の経営規模の拡大及び森林施業の共同化に関する方針

イ 施業集約化の推進

森林所有者との信頼関係を構築しつつ、施業内容やコストを明示する提案型の施業の普及及

び定着を進め、施業集約化を推進する。

ロ 森林の施業又は経営の委託の促進

施業の集約化に取り組む者に対する長期の施業の受委託などに必要な情報の提供及び公開並

びに助言、あっせんや地域協議会の開催による合意形成等により、意欲ある森林所有者・森林

組合・林業事業体への長期の施業又は経営の委託を促進する。

その際、長期の施業等の委託が円滑に進むよう、林地台帳の森林所有者情報の精度向上を図

るとともに、その情報提供を促進する。あわせて、航空レーザ測量等により森林資源情報の整

備を促進し、面的な集約化を図る。

ハ 森林施業の共同化の促進

市町村及び森林組合等による啓発活動の促進等を通じて、森林施業を共同して行うための森

林所有者間の合意形成に努めるとともに、市町村森林整備計画に即した施業実施協定の締結等

を推進する。

(2) 森林経営管理制度の活用の促進に関する方針

森林の経営管理を森林所有者自らが実行できない場合には、森林所有者から市町村が経営管理

の委託を受け、林業経営に適した森林については県が公表する意欲と能力のある林業経営体に再

委託するとともに、再委託できない森林及び再委託に至るまでの間の森林については市町村が自

ら経営管理を実施する森林経営管理制度の活用を推進する。

森林経営管理制度の円滑な推進を図るため、「宮城県森林経営管理制度推進方針」を定め、市

町村支援及び意欲と能力のある林業経営者の育成等を実施することとする。

(3) 林業に従事する者の養成及び確保に関する方針

イ 林業事業体の体質強化

長期にわたり持続的な経営を実現できる林業経営体及び林業事業体の育成に向けて、ICTを

活用した生産管理手法の導入や事業量の安定的確保、生産性の向上など事業の合理化などによ

る経営基盤や経営力の強化等を一体的かつ総合的に推進する。

ロ 林業就業者の養成・確保

林業就業者の通年雇用化や社会保険の加入促進、技能等の客観的評価の促進等を図るととも

に、社会保険等への加入促進など就労条件の改善、労働安全衛生の確保等に努める。

また、林業就業者に対して段階的・体系的研修により「キャリア形成支援」を行い、間伐や

道づくりを効率的に行える現場技能者としての育成に努める｡

一方、新規就業の円滑化を図るため、就業希望者等を対象とした技能・技術研修等を実施す

るなど、「林業労働力確保支援センター＊１」を中心として林業関係団体等が密接に連携し、林

業への就業の促進を図る。

あわせて、地域の実情に応じた林業への新規参入・起業など林業従事者の裾野の拡大、女性

等の活躍・定着、外国人材の適切な受入れ等に取り組む。

＊１ 林業労働力確保支援センター：林業への就業希望者の相談、林業従事者の技能研修の実施など、林業労働力の確
保・育成の事業を実施する団体
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ハ 林業後継者の育成

農林家の後継者等が林業への関心を持ち、林業に就業する環境を整備するとともに、林業研究

グループ
＊１

等若手林業後継者の活動を育成・支援し、林業後継者を育成する。

(4) 作業システムの高度化に資する林業機械の導入の促進に関する方針

素材生産性の向上、労働安全性の向上及び労働強度の軽減を図るため、高性能林業機械の導入を推
進する。導入に当たっては、伐採搬出作業等を主体とする森林施業を効果的かつ効率的に実施するた
め、高性能林業機械を活用した効果的な作業システムの整備、普及及び定着を推進するとともに、現
地の作業条件に応じた作業システムを効率的に展開できる機械作業オペレーターの養成及び機械の共
同利用化等を推進する。この場合、より効率的な作業が展開できるような路網体系の整備を同時に推
進するものとする。

地形等の特性に応じた標準的な機械作業システム

○ 急傾斜地タイプ ◇タワーヤーダ

元柱を具備した集材車
伐 倒 全木集材 枝払い・玉切り

◇スイングヤーダ

旋回可能ブームを装備
チェーンソー タワーヤーダ プ ロ セ ッ サ

する簡易索張集材車両
(スイングヤーダ)

◇プロセッサ

枝払い・玉切りする
○ 緩傾斜地タイプ

自走式機械

伐 倒 枝払い・玉切り 搬 出 ◇ハーベスタ

伐倒・枝払い・玉切

チェーンソー プ ロ セ ッ サ フ ォ ワ ー ダ りする自走式機械

◇フォワーダ

伐倒・枝払い・玉切り 搬 出 積載式集材用車両

ハ ー ベ ス タ フ ォ ワ ー ダ

(5) 林産物の利用の促進のための施設の整備に関する方針

イ 木材の流通・加工体制の整備

森林組合・素材生産業者等の事業体が、流域を単位として計画的な木材生産を推進し、共同出
材等により出材ロットの拡大を図るとともに、地域における熱利用及び熱電供給等に向けた関係者
等の連携体制の構築など、合板工場をはじめとした大口需要者に対する木材の安定供給体制の整備
に努める。

また、国内市場で最初に木材の譲受け等をする木材関連事業者の取扱う全ての木材が合法性確認
木材となるよう、令和５年に改正された合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成
28年法律第48号）に基づき、木材関連事業者による合法性の確認等の実施及び合法性確認木材等の
取扱数量の増加等の取組を着実に進める。

木材の加工については、生産方式の合理化による低コスト化や高付加価値化を推進するともに、
事業の共同化、銘柄化の体制の整備に努める。

ロ 生産・流通・加工を通じた関係者の合意形成

民有林及び国有林、また、川上から川下まで一体となって合理的な木材の生産流通システムの確
立等を図るため、「流域森林・林業活性化センター＊２」が中心となり、地域材の産地化形成の推進
などについて地域の関係者の合意形成に努める｡

(6) その他必要な事項

森林の多面的機能の発揮に重要な役割を果たしている山村の振興の観点から、林業及び木材産業
の就業機会の創出や生活環境の整備等により、山村地域における定住促進を図るとともに、レクリ
エーションや環境教育の場としての森林空間の総合的な利用を推進し、都市と山村の交流促進を図
ることとする。また、自伐林家や地域住民、ＮＰＯ等の多様な主体による森林資源の利活用等を推
進する。

＊１ 林業研究グループ：林業の経営改善や技術の向上のため、地域の林業後継者が中心となって結成された研究グループ

＊２ 流域森林・林業活性化センター：林業・木材産業の振興を図るため、流域を基本単位として、関係者の合意形成の場として県、市町村・

林業団体、木材関連団体などで組織された任意団体。宮城県では、令和７年度に宮城南部と宮城北部の

センターが統合され、「宮城森林・林業活性化センター」が存在する。
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